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it, イイilk叱常はすた j バノ同~:i'./i泣i産、主でも I）ヲモニ γC .• 乃

/jfii今i/l:定＇.c，.、L'Lrf I止の11と？とが、 1 ・,cy: ii 1'i; J ，なrq貯資k
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1%0汁（／） （ラン， fラケラケ工ート‘ l）う／アフ l二「お

とひ：＼ネァト T コの日 －！Ji1J；こ工る「凸l'(il11 [ii：ミ：？； I (Ol>l•:C

Clr日目】izれtionnf the I～troleum Eχporling （、ountrie寸
のよY立；t, こちした！！？’ti::；ヰ日夜な1i1：手を：／.つどいるわ

すid,t,, <WEC 't .'tc')1r'[JJ,:/,'._J!J;(l弓ft,1%り11：日）！と

)!!ElりO手！－K月（！） 2皮にわたり， i並；::i,1j/,l1':'.f4三f:tってir 
東町（；1tii7)1！論出連11計こる「公示日Iii各J(posted pri川う）が iJI 

き下げむれたことにある。それば、 'I：れにおける主要γj

i:lii>ii/111国♂J11山収入（手1]i/c1、＋， ;f日明fょ主） fパ， 公示f1Fil九

に1Vi1、、て算定されることに干i]t主協定とだめられー守、石

かじにほかたιγ，行出会社にt之》公示／11:i怖のりiflf，工，

... 
ただちに玲：/l'rl主]J［又y、の｛広i)i;xをともなうからである。

けれどものドEC設立の背景には， Ii立経済のi宝戒を
・ff，：！くする Ecorromi<"nati, nali,汀nという意識が存在して

十ること， flfj;:1下jにいえば，これらの石油産問団にとっ

〔土っとも必要でありかつ現代経済j／（民地主義の象徴で

ι恥るfii¥Ui1t＂おこ対し， Jc:権問家としてのなjらかぞ〉努力11・
介入を：士かり，そ.t：をi虚じて！＇］ IFJ石~f!Jl界：業を「飛び｛iJ 

(t'){{1:[たるにとどめず，国民経済形成への不itJ分の要素

t・ 人しめたいという強L均妥当ーがあることはいう:tでも t(
L、．

どはいえ、 l'151年にイランヵ：11':[ilした急進的fJ.ぱtf化

政策it, I 司r,；~r,;1t1資本に上る海外輪/II市場の’＼＇fi1i （力支m

fιfl:!J I,いう日大な暗にさえぎられてその所持Jの口擦をi主

！：史しえれけマ〉予ょく1954fFに間際資本とのンミー協を余儀

t ，~ く 1 ~lーとし‘／二 n Lたヵ：＇て，国内 ！7力派の突！こlfにE

<'.,,'c:•.;fls!'r'.:luをt\f!'tp長；性Jill どしてどるべき i註ではなL二

かとい 3て同際資本の怒立（1（；行動をif祝することはで

止ないィ 3店主れたJUi 士， 1q際資本の jl~l,,J支i日体制にJH)'i:

lろる ＇°i；抗力（countervailin巳 power）をもっととであ

り， それには干lj；与をi弓じ／する同守が同t；りすることであ
;:, 0 そしてこィリ川i'i:力を利用しつつj見守三主義！？ちな君主力II・

f「人を；上かることが1'11:i.,h'l'Jに件？fJとtr.ろ。

いわゆる「i札！の向付ご｝，＞！！，する」＋礎石油沌I!Ir十iが，そ

). iぞ:iiiit］’日石；1l1{iでそたの及、工土その育成に努めるかたわら

りドE(てに；r?.ftfSLたの；t，ころした士］！出にとと〉土みて上い。

下両：￥，1,nor1:o)t花月がrfUt、OT》EC♂，:j'f{E立j官、石油

所UH可J）イi泊代：lfI/,( U‘し丙際イ［油資本土の関係たどが改

めとUi.:f＼る〆ご〔＜：H寺！切にきてL、る。その立l来で本市t,

T三正にik'f'立にj虚し.1:：，，干filliお上ひ、1／可:m蛇，＠を試みた｝l：物
である土L、うとどができ上う。

人なみ；土木1：イ） :ii;: iノレトフ fl¥:f土， ノぐレス Fナ／fi.Ltで

rラア1it'r~ の｛iilfl技Wi官僚としてほぼ20 （↓iのキャリアを

i. t,, 191，ろ～(iiゾド；t二itケヱートuすヒ月：fit1zとしてOPEC工jJ:

Jf,J,;l；毛を民bめ，またケヱート！主！日’イ｛油会社（Kuwaitl¥'a 

tiona I Petr，山umCo.）にも食1］な以来経沢陣に念1,ujして

L勺人である。こうした経歴から， 01》EC内外の手下院に

が，i11}しかっi'Wlィi油虚業の来公支資料に抜しえ／ニノ人とし

し（）］》E（：と：z要：（i~!J産／1Ji1ijの政策（JZ）諸問題を総f;-(1守に

,:r’frlliしうるltl:illi任者の 1人だといってL，、い。

II 

主て本書の'l(,:i'rri［天分を示せば以下のとおりである。

沼H手「OPEC加盟諸国の同公石油会社j
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第Vf「l'1：！令石油産業vワf持i1J がみ人れた。

第31三「ド；市部門投資こりl品11111 問題は国際石油産業の構造的条件にある（第2章〉。磐

第4章「OPECとOP巳C国営石油会社」 者によれば， 1950年代の後半以降，ペネズエラ，中東な

第5章「途方もない問題世間有化？」 どの有油資源開発事業に independents（注： 7大石油会

第6f／「共［1iJ生産計画J よい）系列に濡さhい独立系諸会社のことで，これにはT

第7f]i「－！＂； えをあらわにす弓」 メリカ系のほか［！本争イタヲア，フランスなど主要石がi

結び 輸入消費国系のものなどがある〉が進出してきたが，こ

戦後あとがき「固有化の新局面」 れらは新規参入者として，原油の開発・生産については

付録 l. 与国営石油会~の役立目的 コスト潟（石油産出国との折半出資その他の理由により，

： 沼1回OPE（、同？、f石油会社代.1よ2，誌勧告 7大石油会社のf'l':ffする在来型手！Jj住の喝行より割高とな

:i. ］リ52,56，民lお上tf65年のIii：＇市1;t;1ti生産 る）， Df,i売面でも大会社に比して不干すな立場にある関係

シェアー 上，バーレル当たり15～35セントの利潤格差に甘んじて

4. 1948～63年原油公示価格 いるとみられる。

日 天然資源に問する日久主権に Jル、ての国 こうした状況のもとで，OPEC[Tl穴子｛油会社としては，

立総会決議 はたして適正な利刊をあげうるかどうかという問題をか

持者はまず第11容において，OPEC加盟諮問の悶’尚石油 かえ ζいるわけごある。

会社による国際石油市場への登場が， OPECとその加盟 さらによりいっそう重要な問題は，下流部門投資（注：

諸国のプラスとなるか否かはともかくとして，早晩OPEC 下流部門＝downstreamとは精製および販売部門を意味

最大の問；Eツ iろうとし，つぎのように述J、てィ介。 すみ｛，，出産業用言！？）の動向にある（第：n；η。

本書執'fUUピOPEC加1,;J8 °1戸！のうち， Gカ河が国 iji）役とくに1950年代の後半以降における製油所史地

常石油会社をもっている。 NIOC（イラン）， Permina は，原j出産地から消費1也に移ってきている。とれは中東

（インドネシア）， CVP （ベネズエラ）， KNPC〔クエー の右油産出諸国が，たとえば原油生産の30%以上を産地

ト〕， Petrnrnin（サウジア勺ピア）， INOC（イラケ）がそ 給制するというべれず工ラのような法的義務づけをして

れであるっそして関係諸国itf tli守石油会社がf'1川の石油 いたb、こと，石泌総入・消費国に上るiW伐地精製への！王

権益の擁誌と， ILI民経済の吋l：じに役立つことをj切符して 力とし、う事情にt，上るが，いずれにしても中東石油産Ill
いる。 聞としては，こうした下流部門投資の傾向とその影響と

付録uとみられるごとく，国営宥油会社は国際的な総 いう問題をあらためて検討する必要がありそうである。

合一貫経千？をその設立目的としとおり，現にl¥'10（；は国 拠出明立地がどのような傾向をもっていたにせし以

内にコスト月日11( cost crudりを色お国内f占拠.f!¥i売事 以！のiミ要供給者 CU大資本〉が下流部門の系列会社に[!j(

業を行なうかたわら，マドラス製油所など海外へも進出 油を公示価格で引き渡し，それでも精製事業から若手収

している。 KNPCも近代的な輸出製油所をもち，コペン 益をあげていた1950年代の後半の時期までは，石油精製

ハーゲンに配衿基地を設けF あろいは輸送事業にも手を 業はかなり有利火事業であった。しかし，その後独立系

出すなどの引 7をみせてν乙c ,ii'dJの原油が市J坊に!l¥Hり，大手国際石油会社と独立系

しかしながん可とれら国汁灯油会社は，！日行赤字干に対 ,ttむのj也場婿製設庁をめぐる競争点：起こり，それがため

して信用を築きあげていかねばなちぬ「新規参入者」 原油価格の過度の値引きを生じ，国際右油会社の精製利

(newcomers）でもある。したがって，市場進出に際して 潤は縮小しはじめ，ほとんどゼロにちかくなっている。

は既存の，！1JJ,}f'11nを値引きずーる J必要がおこりう乙η 新規 しにがって，大二fir~際会社は系列 I'"の製油所に対し乙
参入者としてc,')こうした立川；士、最大可能 iピ（,:'l'fり価 もはぞ公示価格で／）；，：出金供給しえないこと，にもかかわ

格水準の維持さ希求するOドFC8カ国のゾレン・c(となる らすミ出費国政府；ニバし適当な利潤をJI・上し，かっ所得ぬ

のである。この問題は1%5年の第10日OPEC会議でもと を納めていることを示さなければならないという立場に

りあげられ，翌年カラカスにおいて国営右油会社代表が 追い込まれている。

一堂に会L, 11]7工協力を密政にずること，とくに共同減 点し消費国政府がf11c1c-げ運動を泣け，；純念的J(notion-

売会社設、:zl『l1 •fi主性を検討す一心上う勧告すふなどの動き al) /J清製手I］潤への：深刻が一般的となれば，それぷ，子i
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油産出凶（りIJ日1111課税対象価指＼の圧力を士 J士す増加さ

せることになろう。もちろん石油会社がふたたび公示価

格で原油を仕切るか，それとも製油所立地を石油産出国

内にすJl（｛，そうした「n1.2~1ドjiな利潤.・，／）諜悦は起こ

らなU、てふうう。

EEC 0M1iて；土1964年 1) Le I I iの協定で， EE（、の石油

政策が「低！被Jかつ安定した供給源を多様化することに
あるとした。けれども，価格の低廉性は長期の供給安定

化と両立す：：， i，のではたい｝

とは

は利害)(;f；立があり，現在の市場条件は産出国に不利とな

っている。

著者は以上のような現状控、識のうえで， OPECとその

加盟諸凶cl），可日石油会iゴの忠義をあら正こめて検討する

（第41:t人

1960年8月以降今日に透るまで， 「公示価格Jの再引

下げは石油会社により試みられていない。このことは，

公示価怖が主＇.IUを意味すら従来の通念はもはペ、,i確でな

くなり， I It＇沖：il対象価！与J(tax price）もしく h士［参照｛酒
格J(r仁f（」r《C

その意味で， OPEC設立はこうした課税対象価格を凍結

せしめたという実質的成果をもたらしたといえよう。

とまれ un:cとし一日上，その本来のいじ：合法成しな
ければi...らい、G それドー上 1.IJ魂争その1th11i Ji＼ど悪化さ

せる要因の除去により，課税対象価絡を保持ナること，

(2) 1960年8月以前の水準まで公示価格を引き上げるこ

と，（3J)Jll~： Lゴ昔凶の石油のがむ11政策を統一一十ると）：：, (4）ベ

ネズェヘ Ijl京（リビア：ど；，；J:rノおよび （:.. I i、シアと

いうOPEC、打j 地域のVil’l
(5）力日盟国の平I］益を保全ナる最良の手段を決めること，（G)

OPEC国営石油会社の市場参入により生ずるジレン・・，，

などにi:'i1(/;!'J，こ取り組；jことが必要であふ。

とくにこ fの没後の問：:'Ciはよわめて重要ごあるじそれは

OPECとしζは公正な（ということはできるだけ高い）

価格が望ましいのに対し，国営石油会社としては，たと

え価格がどうあろうとも利潤を追求したいとする熱意を

もっており，二律背反川町長にあるからリ’）<, 0 

もしそう J三とすれば，，，：，出しり利害調整／11ijtーの方途は

石油市場を売手市場に変革することしかないが，それは

当分実現しそうにない。というのは，潜在的な原油供給

源過剰の1，寺／＼にあって，い九；まん重要な7；ぞイントは供給

源の所｛Tにl円るのではたくラ市場販路， Iし｛い0にはカ手ソ
リン・てテーンョンや粘；1,J，日1｝主給長期契約のfir{Jいかん

書評

にあ担，ついで原油の引取りを保証する精製諸設備の所

有権にある。したがやて，石油産出国が一国のみで国有

化に走ることは「生きるか死ぬか」の問題となる。

こうした観点から，著者ルトプイは国有化のm益ぃi主主
ι決みる（第5章）。その結果，一国がJμ.j虫で国有化を行な
づえ場合も，？？石油産出国が共同でそれを行なっ之助命

でも問題の多いことがわかる。っきつめていくと，現在

の生産水準に影響を与えないかたちで単位当たり収益率

交向上させていくことが，石油産出国にとって初対的に

得策である。それには国有化方式に i訴えるよりも，日：

25の利潤配分を保証する折半出資方式をとり入れること

である。

その場合，出資に見合う原油取得分の全量を悶営企業

でiVx売しうるかどうかが大きな問題となるが，そのJJX:否

いかんは， 01変じが市場秩序と需給均衡をどのむ！主もた

らしうるかにかか。ている。しかしながら， OPEC諸国

にとって，石油がいったん国境外に出てしまうとなかな

かおもうように事態を収拾しにくャとLウ事情もあり，

りPI:C諸国の領域内での努力すなわち生産面における秋

山隊立に向かわざむをえない。

それはいうまでもなく合理的生産秩序すなわち共同生

産計画にほかならない（第6章）。 1964年12月にOPEC経

泣£員会が創ぷされ，生産計画化の川越がとりあげられ

たのは以上のような陀出による。この共同生産.，＼固につ

いては，石油漏袈の年次増加率をいかにして精衡にチ測

するかという問題が出てくるほかに，その増加率に応じ

てどのような生産制当を行なうか，それを行なうのは政

jじf/p石油会社か，というようなむFかしい問題がいくつ
か／IJてくる。しかしそれらはけっして克服不可能な防

容ではあるまい。

たとえば生産に関する権限は従来石油会社に帰属し，

会社側は契約の1111~1ーを理由に法的疑義を提示するであろ

うが，天然資；ij；（の出発はその国のナショナノレ・インクレ

ストに却してなさるぺきだとする国連総会決議（付鈴2.

参照）を想起する必要があろう（第7章〕。

著者の見解によれば，これまでのOPECによる目標達

!illへの努力はかなりスロー・テンポである。もし01》EC

に坊さがあるとすれば，それHOPEC加盟諸国がOPEC

のもつ潜在的な力を十分理解していない点にあるとおも

われる（第8寧）。したがって，かかる力を認識しOPEC

活動のベースを早める必要がある，と。

IOI 
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以上が本替の概要であるo なお著者は「戦後あとがきJ

として， 1%7年の中東戦争以後における政治！｛；辺右‘ら，

固有化をすへEん・否かでな川、つなすべきかとL寸問題

が提起さj：口、るとすれば，そνつl耳有化は， il)'d日］係国

が共同で行なうとと，（2）直有化した石油の処分（販売）

は単一の機関に委託さるべきこと，（3）国宥化石油の50%

相当を輸送しうど〉タンカー配i日を 5～10年計・jiiliで！日意す

ること，など士月慮する必宅Iがあるとし，そのt;（，の所

要経費について只．体的な試算を行なっている。

本書を通読してまず感ずることは，著者が全体として

石油産出諸問およびOPECをめぐる問題の所在をかなり

適確にとんえコ、ることであろうのこれは＼・1',It'.IC紹介し

たように、 芥行がその経歴ht,OPEC内外乙＇）， j長引川こ精

通していることにもよるが，いずれにしても， :ti脊がい
わば reactivenationalistとしてではなくむしろ enlight-

ened nati川1ali、tとしてのヤH.＼かム，石油応／1',!Ei♂）攻策

的方向と克服ーに、き課題を Jわれわれに示し乙くれたこと

に本書のjよム；＇.＼いるといえよう。

たとえば著者は， j京油高価格水準の維持を希求する

OPEC的立場と，国際石油市場における新規参入者とし

ての国営不州c,i'f-の企業1的、工込とが，二律干狩むつ関係に

あることを11.IJ「バ AにしてU、てiが，これは， Ol'EC,n関係

者が，かかる現実のジレンマを初めて認めたものとして

注目に値する。すなわち， OPEC機構は国際的努占資本

たる7大石油今社に対する村抗力たることにその意義が

あるにもかかわらず， OPEC、とその加盟国三しごi上こ

れら国際白木に：： !'J形成されるぷ円価格の1｛｛上‘こよって

利益を享受しうるわけで，そうした利害関係の皮肉な一

致をOPEC関係者の1人が暗黙のうちに認めたことは一

応評価され口、い。

問題は，下流部門投資にふれた第3章における若者の

考え方にある。その中で著者;t，近年におりζ〉国際原油

価格の低下傾向について，その元凶があたかも独立系諸

社の参入にあるかのごとき判断を示しているが，この問

題についてはナ？にP・H・フランケル博士が［師協低下

は独立系諸社しっか；L油ないしソ辿！日、油の進出仁主ど）もので

はなく， 7大石油会社相互の競争による」と指摘している

(Paul H. Frankel, Oil: The Facts of Life, London, 

19li2）。

換言すれば，がかる傾向i主近年における日附YJtcエネ

ルギー需要のりII速度的増大化にに札国際ri1lllrtit誌がい
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わば「協調的寡rl:iJから「競争的寡占」へと転化したこ

とを意味する。その場合価格の変更は，限界生産者（こ

こでは独立系諸栓がそれにあたる〉によって主体的にな

きれ尽のではないυかかる状況のもとにおけるプライス・

リレケーシッフリ入 lit；的供給者（この場合7大石油会

計一）；こより保持リiずといることは経済学汗が一致して誌

めているところである。それにもかかわらず，上述のご

とき若者の判断が出てくるのは，著者自身の下流部門の

iiih.；清造ないしHtf｝行動に関する険什が不足してU、るこ

とによると思われる。

つぎに著者が；，／＇i6章において国際行部i市場の秩序日

復，幣給均衡化をもたらす手段として合理的な共同生産

計四実施の必要性を説いていることにも若干問題があ

る。それはOPEじ｝Jll~；l忌！の間に原油生熊シェアーの策定

をめぐる基本的f仁和yg対立が存在するからである。この

積の問題については，常に「先発」と「後発Jの利害不

一致およびアウトサイダーの存在により実効性が期待し

えないことは，すでに他の国際商品（砂糖などはその典

,w例jにおいて経験ずみのところである。
Ol'ECによるil f:'.i達公への努力がスロー・テンポであ

り， OPEC本来の力が発揮されていないのは，著者力＞1/、

うように力11盟諸国がOP丘Cの潜在的な力を認識していな

' 、，i

に11工：4とする函がyレお島カ、らずあるという，〈きであろうQ
にi,かかわら「，総じて本書は少むくとも石油産出11,1

が当面している問題点をかなり適線にとらえており，そ

の引用数値（とりわけ付録3.の世界原油生産の会社別シ

工 7ヘーなど）も有ぼである。もちろん， 本書は石油産業

の民礎知識をもおれ、才〉せていなヤ人にとっては判りにく

いと足、われるが，石油産業，石油産出国ないしOPEC問

題の研究者にとっては好個の文献だということができょ

う。

（経済日主主~）I（｝＇～ iii主任調査/i!T'1t' ll 松村清二rn
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